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医療法施行細則の一部を改正する規則を次のように公布する。
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医療法施行細則の一部を改正する規則

第１条 医療法施行細則（平成１４年愛媛県規則第４３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。
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改 正 後 改 正 前

（書類の様式）

第２条 次の表の左欄に掲げる書類の様式は、同表の右欄に掲げる

とおりとする。

（書類の様式）

第２条 次の表の左欄に掲げる書類の様式は、同表の右欄に掲げる

とおりとする。

項 左 欄 右 欄 項 左 欄 右 欄

１～２７

省略

１～２７

省略

２８ 省令第３５条の８ （省令

第３５条の１１において準用する

場合を含む。）の申請書

省略 ２８ 省令第３５条の８第１項（省令

第３５条の１１において準用する

場合を含む。）の申請書

省略

２９～３１

省略

２９～３１

省略

（手続の方法）

第３条 次の表の左欄に掲げる手続は、同表の右欄に掲げる書類を

提出することによって行うものとする。

（手続の方法）

第３条 次の表の左欄に掲げる手続は、同表の右欄に掲げる書類を

提出することによって行うものとする。

項 左 欄 右 欄 項 左 欄 右 欄

１～６ １～６
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省略 省略

７ 法第１６条ただし書の

許可（政令第１条の

規定により読み替え

て適用される場合の

承認を含む。）

病院医師宿直免除許可（承認）

申請書（様式第３２号）

７ 省略 ８ 省略

８ 省略 ９ 省略

９ 省略 １０ 省略

１０ 省略 １１ 省略

１１ 省略 １２ 省略

１２ 省略 １３ 省略

１３ 省略 １４ 省略

１４ 省略 １５ 省略

１５ 省略 １６ 省略

１６ 省略 １７ 省略

１７ 省略 １８ 省略

１８ 省略 １９ 省略

１９ 省略 ２０ 省略

２０ 省略 ２１ 省略

２１ 省略 ２２ 省略

２２ 省略 ２３ 省略

２３ 省略 ２４ 省略

２４ 省略 ２５ 省略

２５ 省略 ２６ 省略

２６ 省略 ２７ 省略

２７ 省略 ２８ 省略

２８ 省令第９条の１５の２

の認定の申請

病院医師宿直免除診療体制認定

申請書（様式第５０号の２）

様式第１９号（第２条、様式第２０号、様式第２２号、様式第２２号の２関

係） 医療法人設立認可申請書

様式第１９号（第２条、様式第２０号、様式第２２号、様式第２２号の２関

係） 医療法人設立認可申請書

省略 省略

開設する病院、診療所、介護老人保

健施設又は介護医療院

省略 開設する病院、診療所又は介護老人

保健施設

省略

省略 省略

注１ 省略

２ 次に掲げる書類を添付すること。

�～� 省略

� 当該医療法人の開設しようとする病院、法第３９条第１

項に規定する診療所、介護老人保健施設又は介護医療院

の診療科目、従業者の定員並びに敷地及び建物の構造設

備の概要を記載した書類（現に法第７条第１項の許可を

受け、又は法第８条の届出をした病院又は診療所を経営

することを目的とする場合であって、その旨を記載した

書類を提出するときは、省略することができる。）

�～� 省略

� 開設しようとする病院、診療所、介護老人保健施設又

注１ 省略

２ 次に掲げる書類を添付すること。

�～� 省略

� 当該医療法人の開設しようとする病院、法第３９条第１

項に規定する診療所又は介護老人保健施設

の診療科目、従業者の定員並びに敷地及び建物の構造設

備の概要を記載した書類（現に法第７条第１項の許可を

受け、又は法第８条の届出をした病院又は診療所を経営

することを目的とする場合であって、その旨を記載した

書類を提出するときは、省略することができる。）

�～� 省略

� 開設しようとする病院、診療所又は介護老人保健施設
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は介護医療院の管理者となるべき者の氏名を記載した書

面及びその者（介護老人保健施設及び介護医療院にあっ

ては、臨床研修等修了医師が管理者となる場合に限

る。）の臨床研修修了登録証（その者が医師法（昭和２３

年法律第２０１号）第７条の２第１項の規定による厚生労働

大臣の命令又は歯科医師法（昭和２３年法律第２０２号）第７

条の２第１項の規定による厚生労働大臣の命令を受けた

者である場合にあっては、臨床研修修了登録証及び再教

育研修修了登録証）の写し

� 省略

３ 省略

４ 開設する病院、診療所、介護老人保健施設又は介護医療

院の管理者の一部を理事に加えない場合にあっては、医療

法人管理者理事特例認可申請書（様式第２２号）を併せて提

出すること。

５ 省略

様式第２０号（第２条、様式第１９号、様式第２３号関係） 医療法人理

事数特例認可申請書

の管理者となるべき者の氏名を記載した書

面及びその者（介護老人保健施設 にあっ

ては、臨床研修等修了医師が管理者となる場合に限

る。）の臨床研修修了登録証（その者が医師法（昭和２３

年法律第２０１号）第７条の２第１項の規定による厚生労働

大臣の命令又は歯科医師法（昭和２３年法律第２０２号）第７

条の２第１項の規定による厚生労働大臣の命令を受けた

者である場合にあっては、臨床研修修了登録証及び再教

育研修修了登録証）の写し

� 省略

３ 省略

４ 開設する病院、診療所又は介護老人保健施設

の管理者の一部を理事に加えない場合にあっては、医療

法人管理者理事特例認可申請書（様式第２２号）を併せて提

出すること。

５ 省略

様式第２０号（第２条、様式第１９号、様式第２３号関係） 医療法人理

事数特例認可申請書

省略 省略

開設する病院、診療所、介護老人保

健施設又は介護医療院

省略 開設する病院、診療所又は介護老人

保健施設

省略

省略 省略

注１ 省略

２ 次に掲げる書類を添付すること。ただし、�から�まで

に掲げる書類は、医療法人設立認可申請書（様式第１９号）

又は医療法人（地域医療連携推進法人）定款（寄附行為）

変更認可申請書（様式第２３号）と併せて提出する場合にあ

っては、添付を要しない。

�・� 省略

� 医療法人の開設する病院、医療法（昭和２３年法律第２０５

号）第３９条第１項に規定する診療所、介護老人保健施設

又は介護医療院の診療科目、従業者の定員並びに敷地及

び建物の構造設備の概要を記載した書類

�・� 省略

様式第２２号（第２条、様式第１９号関係） 医療法人管理者理事特例

認可申請書

注１ 省略

２ 次に掲げる書類を添付すること。ただし、�から�まで

に掲げる書類は、医療法人設立認可申請書（様式第１９号）

又は医療法人（地域医療連携推進法人）定款（寄附行為）

変更認可申請書（様式第２３号）と併せて提出する場合にあ

っては、添付を要しない。

�・� 省略

� 医療法人の開設する病院、医療法（昭和２３年法律第２０５

号）第３９条第１項に規定する診療所又は介護老人保健施

設 の診療科目、従業者の定員並びに敷地及

び建物の構造設備の概要を記載した書類

�・� 省略

様式第２２号（第２条、様式第１９号関係） 医療法人管理者理事特例

認可申請書

省略 省略

当該管理者の管理する病院、診療所、

介護老人保健施設又は介護医療院

省略 当該管理者の管理する病院、診療所又

は介護老人保健施設

省略

省略 省略

注１ 省略

２ 次に掲げる書類を添付すること。ただし、�から�まで

に掲げる書類は、医療法人設立認可申請書（様式第１９号）

と併せて提出する場合にあっては、添付を要しない。

�・� 省略

� 医療法人の開設する病院、医療法（昭和２３年法律第２０５

号）第３９条第１項に規定する診療所、介護老人保健施設

又は介護医療院の診療科目、従業者の定員並びに敷地及

び建物の構造設備の概要を記載した書類

�・� 省略

様式第２３号（第２条、様式第１号、様式第２０号関係） 医療法人

注１ 省略

２ 次に掲げる書類を添付すること。ただし、�から�まで

に掲げる書類は、医療法人設立認可申請書（様式第１９号）

と併せて提出する場合にあっては、添付を要しない。

�・� 省略

� 医療法人の開設する病院、医療法（昭和２３年法律第２０５

号）第３９条第１項に規定する診療所又は介護老人保健施

設 の診療科目、従業者の定員並びに敷地及

び建物の構造設備の概要を記載した書類

�・� 省略

様式第２３号（第２条、様式第１号、様式第２０号関係） 医療法人
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（地域医療連携推進法人）定款（寄附行為）変更認可申請書 （地域医療連携推進法人）定款（寄附行為）変更認可申請書

省略 省略

注１ 省略

２ 次に掲げる書類を添付すること。

�・� 省略

� 定款又は寄附行為の変更が、当該医療法人又は当該地

域医療連携推進法人が新たに病院、医療法（昭和２３年法

律第２０５号。以下「法」という。）第３９条第１項に規定す

る診療所、介護老人保健施設又は介護医療院を開設しよ

うとする場合に係るものであるときは、次に掲げる書類

ア 当該医療法人又は当該地域医療連携推進法人の開設

しようとする病院、法第３９条第１項に規定する診療

所、介護老人保健施設又は介護医療院の診療科目、従

業者の定員並びに敷地及び建物の構造設備の概要を記

載した書類

イ 開設しようとする病院、診療所、介護老人保健施設

又は介護医療院の管理者となるべき者の氏名を記載し

た書面及びその者の臨床研修修了登録証（その者が医

師法（昭和２３年法律第２０１号）第７条の２第１項の規

定による厚生労働大臣の命令又は歯科医師法（昭和２３

年法律第２０２号）第７条の２第１項の規定による厚生

労働大臣の命令を受けた者である場合にあっては、臨

床研修修了登録証及び再教育研修修了登録証）の写し

ウ 省略

�～� 省略

３・４ 省略

様式第２４号（第２条関係） 医療法人解散認可申請書

注１ 省略

２ 次に掲げる書類を添付すること。

�・� 省略

� 定款又は寄附行為の変更が、当該医療法人又は当該地

域医療連携推進法人が新たに病院、医療法（昭和２３年法

律第２０５号。以下「法」という。）第３９条第１項に規定す

る診療所又は介護老人保健施設 を開設しよ

うとする場合に係るものであるときは、次に掲げる書類

ア 当該医療法人又は当該地域医療連携推進法人の開設

しようとする病院、法第３９条第１項に規定する診療

所又は介護老人保健施設 の診療科目、従

業者の定員並びに敷地及び建物の構造設備の概要を記

載した書類

イ 開設しようとする病院、診療所又は介護老人保健施

設 の管理者となるべき者の氏名を記載し

た書面及びその者の臨床研修修了登録証（その者が医

師法（昭和２３年法律第２０１号）第７条の２第１項の規

定による厚生労働大臣の命令又は歯科医師法（昭和２３

年法律第２０２号）第７条の２第１項の規定による厚生

労働大臣の命令を受けた者である場合にあっては、臨

床研修修了登録証及び再教育研修修了登録証）の写し

ウ 省略

�～� 省略

３・４ 省略

様式第２４号（第２条関係） 医療法人解散認可申請書

省略 省略

開設している病院、診療所、介護老人

保健施設又は介護医療院

省略 開設している病院、診療所又は介護老

人保健施設

省略

省略 省略

注 省略

様式第２５号（第２条関係） 医療法人合併認可申請書

注 省略

様式第２５号（第２条関係） 医療法人合併認可申請書

省略 省略

合

併

後

省略 合

併

後

省略

開設する病院、診療所、介護老人

保健施設又は介護医療院

省略 開設する病院、診療所又は介護老

人保健施設

省略

省略 省略

注１ 省略

２ 次に掲げる書類を添付すること。

�～� 省略

� 合併後存続する医療法人又は合併によって設立する医

療法人について、次に掲げる書類

ア・イ 省略

ウ 開設しようとする病院、診療所、介護老人保健施設

又は介護医療院の管理者となるべき者の氏名を記載し

た書面

� 省略

様式第２５号の２（第２条関係） 医療法人分割認可申請書

注１ 省略

２ 次に掲げる書類を添付すること。

�～� 省略

� 合併後存続する医療法人又は合併によって設立する医

療法人について、次に掲げる書類

ア・イ 省略

ウ 開設しようとする病院、診療所又は介護老人保健施

設 の管理者となるべき者の氏名を記載し

た書面

� 省略

様式第２５号の２（第２条関係） 医療法人分割認可申請書

省略 省略

愛 媛 県 報平成３０年８月１０日 第３０００号

６３８



分

割

後

省略 分

割

後

省略

開設する病院、診療所、介護老人

保健施設又は介護医療院

省略 開設する病院、診療所又は介護老

人保健施設

省略

省略 省略

開設する病院、診療所、介護老人

保健施設又は介護医療院

省略 開設する病院、診療所又は介護老

人保健施設

省略

省略 省略

注１ 省略

２ 次に掲げる書類を添付すること。

�～� 省略

� 分割後の各医療法人について、次に掲げる書類

ア・イ 省略

ウ 開設しようとする病院、診療所、介護老人保健施設

又は介護医療院の管理者となるべき者の氏名を記載し

た書面

� 省略

様式第２８号（第３条関係） 開設届出書

様式第２８号（その１）

注１ 省略

２ 次に掲げる書類を添付すること。

�～� 省略

� 分割後の各医療法人について、次に掲げる書類

ア・イ 省略

ウ 開設しようとする病院、診療所又は介護老人保健施

設 の管理者となるべき者の氏名を記載し

た書面

� 省略

様式第２８号（第３条関係） 開設届出書

様式第２８号（その１）

省略 省略

注１～３ 省略

４ 次に掲げる書類を添付すること。ただし、�から�まで

に掲げる書類は、当該書類に係る原本を提示する場合にあ

っては、添付を要しない。

�～� 省略

� 医療法（昭和２３年法律第２０５号）第２１条第１項第２号か

ら第８号まで、第１０号及び第１１号並びに第２項第２号に

掲げる施設並びに医療法施行条例（平成２４年愛媛県条例

第４８号）第６条第１項及び第８条第１項 に掲げる施設

の有無及び構造設備の概要を記載した書類

�・� 省略

５ 省略

様式第２８号（その２） 省略

様式第４０号（第３条関係） 医療法人解散届出書

注１～３ 省略

４ 次に掲げる書類を添付すること。ただし、�から�まで

に掲げる書類は、当該書類に係る原本を提示する場合にあ

っては、添付を要しない。

�～� 省略

� 医療法（昭和２３年法律第２０５号）第２１条第１項第２号か

ら第８号まで、第１０号及び第１１号並びに第２項第２号に

掲げる施設並びに医療法施行規則（昭和２３年厚生省令第

５０号）第２１条第１項及び第２１条の４第１項に掲げる施設

の有無及び構造設備の概要を記載した書類

�・� 省略

５ 省略

様式第２８号（その２） 省略

様式第４０号（第３条関係） 医療法人解散届出書

省略 省略

開設している病院、診療所、介護老人

保健施設又は介護医療院

省略 開設している病院、診療所又は介護老

人保健施設

省略

省略 省略

注 省略

様式第４２号の２（第３条関係） 地域医療連携推進法人病院開設等

確認請求書

注 省略

様式第４２号の２（第３条関係） 地域医療連携推進法人病院開設等

確認請求書

省略 省略

注１ 省略

２ 次に掲げる書類を添付すること。

�・� 省略

� 当該地域医療連携推進法人の開設し、又は管理しよう

とする施設が病院、医療法（昭和２３年法律第２０５号）第３９

条第１項に規定する診療所、介護老人保健施設又は介護

医療院であるときは、次に掲げる書類

ア 開設し、又は管理しようとする病院、診療所、介護

老人保健施設又は介護医療院の診療科目、従業者の定

注１ 省略

２ 次に掲げる書類を添付すること。

�・� 省略

� 当該地域医療連携推進法人の開設し、又は管理しよう

とする施設が病院、医療法（昭和２３年法律第２０５号）第３９

条第１項に規定する診療所又は介護老人保健施設

であるときは、次に掲げる書類

ア 開設し、又は管理しようとする病院、診療所又は介

護老人保健施設 の診療科目、従業者の定

愛 媛 県 報平成３０年８月１０日 第３０００号

６３９



第２条 医療法施行細則の一部を次のように改正する。

様式第３２号を次のように改める。

様式第３２号 削除

員並びに敷地及び建物の構造設備の概要を記載した書

類

イ 開設し、又は管理しようとする病院、診療所、介護

老人保健施設又は介護医療院の管理者となるべき者の

氏名を記載した書面及びその者の臨床研修修了登録証

（その者が医師法（昭和２３年法律第２０１号）第７条の２

第１項の規定による厚生労働大臣の命令又は歯科医師

法（昭和２３年法律第２０２号）第７条の２第１項の規定に

よる厚生労働大臣の命令を受けた者である場合にあっ

ては、臨床研修修了登録証及び再教育研修修了登録

証）の写し

ウ 省略

�・� 省略

様式第４３号（第３条関係） 診療所病床設置届出書

員並びに敷地及び建物の構造設備の概要を記載した書

類

イ 開設し、又は管理しようとする病院、診療所又は介

護老人保健施設 の管理者となるべき者の

氏名を記載した書面及びその者の臨床研修修了登録証

（その者が医師法（昭和２３年法律第２０１号）第７条の２

第１項の規定による厚生労働大臣の命令又は歯科医師

法（昭和２３年法律第２０２号）第７条の２第１項の規定に

よる厚生労働大臣の命令を受けた者である場合にあっ

ては、臨床研修修了登録証及び再教育研修修了登録

証）の写し

ウ 省略

�・� 省略

様式第４３号（第３条関係） 診療所病床設置届出書

省略 省略

所 在 の 場 所

所 在 の 場 所

医師、看護師その他の従業者の定員（一般病床

のみに係る届出の場合は、記載を要しない。）

構造設備の概要（一般病床

のみに係る届出の場合は、

記載を要しない。）

機 能 訓 練 室

談 話 室

食 堂

浴 室

省略 省略

注１ 省略

２ 次に掲げる書類を添付すること。ただし、�に掲げる書

類は、一般病床のみに係る届出の場合にあっては、添付を

要しない。

� 従業者の職種及び員数を記載した書類（非常勤の従業

者の員数にあっては、常勤の員数に換算し、療養病床に

入院する患者を担当する人員を括弧内に内数で記載する

こと。）

� 建物の構造概要及び平面図（各室の用途を示し、療養

病床に係る病室、機能訓練室、談話室、食堂及び浴室に

ついてはその旨を、病床については病室ごとに病床の種

別及び病床数を明示し、並びに内法による測定で廊下の

幅を明示すること。なお、医療法施行規則等の一部を改

正する省令（平成１３年厚生労働省令第８号）附則第４条

に規定する既存診療所内の患者が使用する廊下の幅につ

いては、括弧書きで記載すること。）

� 省略

様式第５０号（第３条関係） 医療法人役員変更届出書

注１ 省略

２ 次に掲げる書類を添付すること。

� 建物の構造概要及び平面図（各室の用途を示し

、病床については病室ごとに病床の種

別及び病床数を明示し、並びに内法による測定で廊下の

幅を明示すること。なお、医療法施行規則等の一部を改

正する省令（平成１３年厚生労働省令第８号）附則第４条

に規定する既存診療所内の患者が使用する廊下の幅につ

いては、括弧書きで記載すること。）

� 省略

様式第５０号（第３条関係） 医療法人役員変更届出書

省略 省略

注１ 開設している病院、診療所、介護老人保健施設又は介護

医療院の管理者を変更する場合にあっては、備考欄に○印

を付し、病院、診療所、介護老人保健施設又は介護医療院

の名称を記載すること。

２ 省略

注１ 開設している病院、診療所又は介護老人保健施設

の管理者を変更する場合にあっては、備考欄に○印

を付し、病院、診療所又は介護老人保健施設

の名称を記載すること。

２ 省略

愛 媛 県 報平成３０年８月１０日 第３０００号
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様式第５０号の次に次の１様式を加える。

愛 媛 県 報平成３０年８月１０日 第３０００号

６４１



様式第５０号の２（第３条関係） 病院医師宿直免除診療体制認定申請書

愛 媛 県 報平成３０年８月１０日 第３０００号

６４２



告 示

�������
�愛媛県告示第７８１号
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

（平成１７年法律第１２３号）第６４条の規定に基づき、指定自立支援医

療機関の所在地を変更した旨の届出があった。

平成３０年８月１０日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第７８２号
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

（平成１７年法律第１２３号）第６５条の規定に基づき、次のとおり指定

自立支援医療機関の辞退の申出があった。

平成３０年８月１０日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第７８３号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）

第５条第１項の規定による届出があったので、同条第３項の規定に

基づき、次のとおり告示する。

当該届出及び法第５条第２項の添付書類は、愛媛県経済労働部産

業支援局経営支援課及び東予地方局産業経済部産業振興課商工観光

室並びに新居浜市役所において告示の日から４月間縦覧に供する。

平成３０年８月１０日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 届出の概要

� 大規模小売店舗の名称及び所在地

（仮称）ダイレックス土橋店

新居浜市土橋一丁目１３５９番１ 外

� 大規模小売店舗を設置する者の氏名又は名称及び住所並びに

法人にあっては代表者の氏名

大和情報サービス株式会社

東京都千代田区飯田橋二丁目１８番２号

代表取締役 藤田 勝幸

� 大規模小売店舗において小売業を行う者の氏名又は名称及び

住所並びに法人にあっては代表者の氏名

ダイレックス株式会社

佐賀県佐賀市高木瀬町大字長瀬９３０番地

代表取締役 貞方 宏司

� 大規模小売店舗の新設をする日

平成３１年４月１日

� 大規模小売店舗内の店舗面積の合計

１，２２２平方メートル

� 大規模小売店舗の施設の配置に関する事項

ア 駐車場の収容台数

６０台

イ 駐輪場の収容台数

１０台

附 則

１ この規則は、公布の日から施行する。

２ この規則施行の際現に改正前の医療法施行細則の規定により提出されている書類は、改正後の医療法施行細則の規定により提出された

書類とみなす。

�愛媛県告示第７８０号
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第５４条第２項の規定により、次のとおり指定自

立支援医療機関を指定した。

平成３０年８月１０日

愛媛県知事 中 村 時 広

名 称 所 在 地 開設者の氏名又は名称 担当しようとする
医療の種類 指定年月日

レデイ薬局 波止浜店 今治市内堀１丁目１番８号 株式会社レデイ薬局 薬局（育成医療・
更生医療）

平成３０年
８月１日

大洲さつき薬局 大洲市西大洲甲５５１番地１ 愛ファーマシー株式会社 薬局（育成医療・
更生医療）

平成３０年
８月１日

ほほえみ薬局 大洲市西大洲甲５８０番地２ 有限会社 大洲調剤 薬局（育成医療・
更生医療）

平成３０年
８月１日

ハロー薬局 大洲病院前店 大洲市西大洲甲５８０番地１ 有限会社 ハロー薬局 薬局（育成医療・
更生医療）

平成３０年
８月１日

日本調剤 大洲薬局 大洲市西大洲甲５９２番地１ 日本調剤株式会社 薬局（育成医療・
更生医療）

平成３０年
８月１日

名 称
所 在 地 変 更

年月日変 更 前 変 更 後

訪問看護ステーショ
ンサスケ

四国中央市土居町津
根３０２５－１

四国中央市土居町津
根３３５７－１

平成３０年
７月２０日

名 称 辞退年月日

株式会社 澤田薬局 平成３０年８月３１日

愛 媛 県 報平成３０年８月１０日 第３０００号
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��������������

公 告

ウ 荷さばき施設の面積

７０平方メートル

エ 廃棄物等の保管施設の容量

６．７５立方メートル

� 大規模小売店舗の施設の運営方法に関する事項

ア 大規模小売店舗において小売業を行う者の開店時刻及び閉

店時刻

開店時刻 午前９時 閉店時刻 午後１０時

イ 来客が駐車場を利用することができる時間帯

午前８時３０分から午後１０時３０分まで

ウ 駐車場の自動車の出入口の数

１箇所

エ 荷さばき施設において荷さばきを行うことができる時間帯

午前６時から午後１０時まで

２ 届出年月日

平成３０年７月３１日

３ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域

の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者

は、告示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出

することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛

媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局産業経済部

産業振興課商工観光室並びに新居浜市役所において告示の日から

１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表

者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活

環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�������
�愛媛県告示第７８４号
平成３０年７月５日に農地中間管理機構公益財団法人えひめ農林漁

業振興機構から認可申請のあった農用地利用配分計画を、農地中間

管理事業の推進に関する法律（平成２５年法律第１０１号）第１８条第１

項の規定に基づき認可した。

平成３０年８月１０日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 農用地利用配分計画の概要

賃借権の設定等を受ける者 賃借権の設定等を受ける土地

氏名又は名称 住 所 所在及び地番 面積（�）

西宇和農業協同
組合

愛媛県八幡浜市江戸
岡一丁目１２番１０号

愛媛県西宇和郡伊方
町仁田之浜上手２６１
番１ほか７筆

３，９６６

２ 認可年月日

平成３０年８月１日

�愛媛県告示第７８５号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局八幡浜土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成３０年８月１０日

愛媛県知事 中 村 時 広

�公 告

ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法（平成１３年法律第６５号）第１２条第１項の規定により高濃度ポリ塩化ビ

フェニル廃棄物の処分その他必要な措置を命ずべき保管事業者を確知することができないので、同法第１３条第１項後段の規定に基づき、次

のとおり公告する。

平成３０年８月１０日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 講ずべき措置の内容

宇和島市吉田町知永字柳ヶ坂４番耕地１３６番地、４番耕地１３５番地及び４番耕地１４５番地において残置された次の高濃度ポリ塩化ビフェ

ニル廃棄物を自ら処分し、又は処分を他人に委託すること。

高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄
物の種類

高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物の形式等

定格容量 製 造 者 形 式 製造年月 台 数 総重量

コンデンサー ２０ＫＶＡ 日本コンデンサ工業株式会社 ＴＰＥ－６６０２０Ｒ 昭和４６年４月 １ １８キログラム

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 双岩停車場和泉線
八幡浜市谷５番耕地５０３番地１地先から

同市谷１０番耕地６番地２地先まで
平成３０年８月１０日

愛 媛 県 報平成３０年８月１０日 第３０００号
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公営企業告示

２ 措置の期限

平成３０年９月１０日

３ 知事による措置

保管事業者が１の措置を２の期限までに講じないときは、知事が当該措置を講じ、保管事業者から当該措置に要した費用を徴収する。

４ 問合せ先

愛媛県県民環境部環境局循環型社会推進課

電話 （０８９）９１２―２３５５

�公 告

ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法（平成１３年法律第６５号）第１２条第１項の規定により高濃度ポリ塩化ビ

フェニル廃棄物の処分その他必要な措置を命ずべき保管事業者を確知することができないので、同法第１３条第１項後段の規定に基づき、次

のとおり公告する。

平成３０年８月１０日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 講ずべき措置の内容

宇和島市津島町近家甲２０９番１１において残置された次の高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物を自ら処分し、又は処分を他人に委託するこ

と。

高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄
物の種類

高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物の形式等

定格容量 製 造 者 形 式 製造年月 台 数 総重量

コンデンサー ２０ＫＶＡ 松下電器産業株式会社 ＺＢ－９６２０３Ｒ－２ 昭和４２年７月 １ ２８キログラム

コンデンサー ３０ＫＶＡ 東京芝浦電気株式会社 ＳＲＴＲ－Ａ６ＦＲ 昭和４３年８月 １ ２７キログラム

２ 措置の期限

平成３０年９月１０日

３ 知事による措置

保管事業者が１の措置を２の期限までに講じないときは、知事が当該措置を講じ、保管事業者から当該措置に要した費用を徴収する。

４ 問合せ先

愛媛県県民環境部環境局循環型社会推進課

電話 （０８９）９１２―２３５５

�愛媛県公営企業告示第８号
次のとおり落札者を決定した。

平成３０年８月１０日

愛媛県公営企業管理者 兵 頭 昭 洋

落札に係る物品等の名称及び数量
契約に関する事務
を担当する機関の
名称及び所在地

落札者を決定した日 落札者の氏名及び住所 落札金額 契約の相手方を
決定した手続 入 札 公 告 日

シンチレーションカメラシステム
１式
（月額賃借料／県立新居浜病院）

愛媛県公営企業管
理局総務課
愛媛県松山市一番
町四丁目４番地２

平成３０年７月２３日
株式会社自治体病院共
済会
東京都千代田区紀尾井
町３番２７号

１，５３７，５９６円 一般競争入札 平成３０年６月１日

平成３０年８月１０日 発行
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